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ライフプランを考えるときに知っておきたい話題を取り上げて解説します

令
和
６
年
度
税
制
改
正
が

目
指
す
も
の

　

 
　

令
和
６
年
度
税
制
改
正
に
関
す
る
「
所
得
税
法

等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
案
」
は
、
去
る
２
月

２
日
に
閣
議
決
定
を
経
て
国
会
に
提
出
さ
れ
、年
度

末
で
あ
る
３
月
28
日
に
「
案
」
が
外
れ
て
新
た
な

法
律
と
し
て
成
立
し
ま
し
た
。

  

こ
の
新
た
な
法
律
の
立
法
趣
旨
や
概
要
を
ま
と

め
た「
法
律
案
要
綱
」の
冒
頭
に
は「
賃
金
の
上
昇

が
物
価
高
に
追
い
付
い
て
い
な
い
国
民
の
負
担
を

緩
和
し
、物
価
の
上
昇
を
上
回
る
持
続
的
な
賃
金
の

上
昇
が
行
わ
れ
る
経
済
の
実
現
を
目
指
す
観
点
か

ら
令
和
六
年
分
に
お
け
る
所
得
税
額
の
特
別
控
除

を
実
施
す
る
」
と
謳
わ
れ
て
い
る
一
方
、「
給
与
等

の
支
給
額
が
増
加
し
た
場
合
の
税
額
控
除
制
度
を

強
化
す
る
」
こ
と
が
掲
げ
ら
れ
て
い
ま
す
。　
　

　

つ
ま
り
、
前
者
は
所
得
税
の
定
額
減
税
の
こ
と

で
あ
り
、後
者
は
企
業
が
賃
上
げ
を
し
た
場
合
に

法
人
税
額
を
控
除
す
る
制
度
の
強
化
を
通
じ
て

更
な
る
賃
上
げ
の
促
進
を
図
る
こ
と
と
し
て
い

ま
す
。家
計
部
門
の
税
負
担
の
軽
減
と
賃
金
上
昇

を
通
じ
て
物
価
上
昇
に
対
す
る
抵
抗
力
を
備
え
る

家計の税負担の軽減を目的に定額減税が実施され、所得税、住民税が減税に。
また、少子化対策として子育て世帯・若者夫婦世帯を対象とした住宅ローン
控除制度が拡充。扶養控除や生命保険料控除の見直しの検討も。

れ
ぞ
れ
の
ケ
ー
ス
に
従
っ
て
次
の
よ
う
に
実
施
さ

れ
ま
す
。

① 

サ
ラ
リ
ー
マ
ン
な
ど
給
与
所
得
者
の
場
合

・
６
月
以
降
の
源
泉
徴
収
税
額
か
ら
減
税

・�

６
月
に
減
税
し
き
れ
な
か
っ
た
場
合
に
は
、 

   

翌
月
以
降
の
税
額
か
ら
順
次
減
税

② 

公
的
年
金
等
の
受
給
者
の
場
合

・
６
月
以
降
の
源
泉
徴
収
税
額
か
ら
減
税

・�

６
月
に
減
税
し
き
れ
な
か
っ
た
場
合
に
は
、

翌
々
月
以
降
の
税
額
か
ら
順
次
減
税

③ 

事
業
所
得
者
等
の
場
合

・�

納
税
の
機
会
に
減
税
。
予
定
納
税
が
あ
る
場
合

に
は
、
そ
の
機
会
に
減
税

・
予
定
納
税
が
な
け
れ
ば
確
定
申
告
で
減
税

　

住
民
税
に
関
し
て
も
所
得
税
に
準
じ
た
取
り
扱

い
と
な
り
ま
す
。
た
と
え
ば
、
給
与
所
得
者
に
係
る

特
別
徴
収
に
つ
い
て
は
、
６
月
分
の
徴
収
を
見
送

り
、
定
額
減
税
後
の
年
税
額
を
残
り
の
11
ヶ
月
で

徴
収
す
る
と
い
う
方
法
が
と
ら
れ
ま
す
。

　

一
方
、
所
得
税
や
住
民
税
の
税
額
が
少
な
く
、

定
額
減
税
し
き
れ
な
い
と
見
込
ま
れ
る
納
税
者
に

つ
い
て
は
、
住
所
地
の
自
治
体
（
市
区
町
村
）
が

差
額
を
給
付
す
る
こ
と
に
な
っ
て
い
ま
す
。

こ
と
が
目
的
と
さ
れ
る
一
方
、消
費
活
動
の
活
性

化
を
図
っ
て
経
済
成
長
に
も
貢
献
す
る
こ
と
が
政

策
目
標
と
さ
れ
て
い
る
こ
と
が
読
み
取
れ
ま
す
。

家
計
部
門
の
税
負
担
の
軽
減

ー
ー
定
額
減
税

　

税
制
改
正
項
目
の
中
で
目
玉
と
な
る
の
が
、
家

計
部
門
の
税
負
担
の
軽
減
を
図
る
た
め
の
「
定
額

減
税
」の
実
施
で
す
。具
体
的
に
は
、令
和
６
年
分

の
所
得
税
か
ら
３
万
円
を
、令
和
６
年
度
分
の
個

人
住
民
税
か
ら
１
万
円
を
減
税
す
る
と
い
う
も
の

で
す
。
こ
の
定
額
減
税
は
扶
養
親
族
も
対
象
に
な

り
ま
す
。
家
族
２
人
を
扶
養
し
て
い
る
場
合
で
す

と
、
納
税
者
本
人
に
加
え
て
扶
養
親
族
２
人
が
対

象
と
な
る
た
め
、
合
わ
せ
て
12
万
円
の
減
税
に
な

り
ま
す
。
夫
婦
と
子
ど
も
２
人
の
４
人
世
帯
で
あ

れ
ば
、
16
万
円
の
減
税
に
な
る
と
い
う
わ
け
で
す
。

　

た
だ
し
、
高
額
所
得
者
は
対
象
外
と
さ
れ
、
令

和
６
年
分
の
合
計
所
得
金
額
が
１
８
０
５
万
円
超

で
あ
る
人
（
給
与
収
入
の
み
の
場
合
、
給
与
収
入

で
２
０
０
０
万
円
を
超
え
る
人
）
は
定
額
減
税
を

受
け
る
こ
と
が
で
き
ま
せ
ん
。

  

所
得
税
に
関
す
る
具
体
的
な
減
税
方
法
は
、
そ

家
計
の
観
点
か
ら
知
っ
て
お
き
た
い

令
和
６
年
度
税
制
改
正
の
ポ
イ
ン
ト
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具
体
的
に
は
、

①�

子
育
て
世
帯
及
び
若
者
夫
婦
世
帯
が
、認
定
住
宅

等
の
新
築
等
を
し
て
令
和
６
年
中
に
入
居
し
た

場
合
の
控
除
対
象
借
入
限
度
額
を
上
乗
せ
す
る

②�

新
築
住
宅
の
床
面
積
要
件
を
40
㎡
以
上
と
す
る

緩
和
措
置
に
つ
い
て
１
年
延
長
す
る

　

と
い
う
も
の
で
す
。
①
に
つ
い
て
、【
図
表
１
】

を
示
し
て
お
き
ま
す
の
で
確
認
し
て
く
だ
さ
い
。

子
育
て
世
帯
と
若
者
夫
婦
世
帯
と
は
？

子
育
て
世
帯
と
は
、
19
歳
未
満
の
扶
養
親
族
が
い

る
世
帯
の
こ
と
を
い
い
、
若
者
夫
婦
世
帯
と
は
、

夫
婦
の
い
ず
れ
か
が
40
歳
未
満
で
あ
る
世
帯
の
こ

と
を
い
い
ま
す
。
両
者
を
合
わ
せ
て
子
育
て
世
帯

等
と
い
い
ま
す
。

扶
養
控
除
等
の
見
直
し（
予
定
）

　

児
童
手
当
に
つ
い
て
は
、
令
和
６
年
10
月
か
ら

所
得
制
限
が
撤
廃
さ
れ
、
第
３
子
以
降
へ
の
増
額

が
行
わ
れ
る
こ
と
に
加
え
て
支
給
期
間
に
つ
い
て
も

高
校
生
年
代
ま
で
延
長
さ
れ
る
こ
と
に
な
り
ま
し

た
。そ
の
た
め
、
15
歳
以
下
の
取
り
扱
い
と
の
バ
ラ

ン
ス
を
踏
ま
え
て
扶
養
控
除
を
縮
小
す
る
方
向
で

議
論
が
進
ん
で
い
ま
す
【
図
表
２
】。一
方
、ひ
と
り

親
の
自
立
支
援
を
進
め
る
観
点
か
ら
、
ひ
と
り
親

控
除
の
所
得
要
件
を
緩
和
し
て
控
除
額
を
引
き
上

げ
る
こ
と
が
検
討
さ
れ
て
い
ま
す
【
図
表
３
】。

　

た
だ
、
い
ず
れ
も
今
回
の
改
正
法
に
は
盛
り
込

ま
れ
て
お
ら
ず
、
令
和
７
年
度
税
制
改
正
で
対
応

さ
れ
る
こ
と
に
な
り
ま
す
。

住
宅
ロ
ー
ン
控
除
制
度
の
拡
充

　

少
子
化
対
策
が
検
討
さ
れ
る
中
で
、税
制
面
か
ら

も
子
育
て
世
帯
等
を
対
象
と
し
た
支
援
策
が
講
じ

ら
れ
ま
す
。
本
来
で
す
と
次
項
で
触
れ
る
「
扶
養

控
除
等
の
見
直
し
」と
併
せ
て
実
施
さ
れ
る
予
定
で

し
た
が
、昨
今
の
急
激
な
住
宅
価
格
の
上
昇
と
い
っ

た
状
況
を
踏
ま
え
て
、令
和
６
年
限
り
の
措
置
と
し

て
先
行
的
に
実
施
さ
れ
る
こ
と
に
な
り
ま
し
た
。

認定長期優良
・認定脱炭素

ZEH水準
省エネ

省エネ
基準適合

現行 4,500万円 3,500万円 3,000万円

改正後
子育て世帯等 5,000万円 4,500万円 4,000万円

それ以外 4,500万円 3,500万円 3,000万円

住宅性能

【図表１】 住宅ローン控除対象借入限度額の拡充

【図表２】 扶養控除縮小の方向性（今後の改正予定）

生
命
保
険
料
控
除
の
見
直
し

（
予
定
）

　

子
育
て
世
帯
に
対
す
る
支
援
策
の
一
環
と
し
て
、

生
命
保
険
料
控
除
を
引
き
上
げ
る
こ
と
が
検
討
さ

れ
て
い
ま
す
。
た
と
え
ば
、
23
歳
未
満
の
扶
養
親

族
が
い
る
場
合
に
は
、
新
生
命
保
険
料
（
契
約
日
・

更
新
日
が
平
成
24
年
以
降
の
生
命
保
険
）
に
係
る

一
般
生
命
保
険
料
控
除
の
適
用
限
度
額
を
現
行
の

４
万
円
か
ら
６
万
円
へ
引
き
上
げ
る（
た
だ
し
、一
般

生
命
保
険
料
控
除
、
介
護
保
険
料
控
除
及
び
個
人

年
金
保
険
料
控
除
の
合
計
適
用
限
度
額
は
現
行
の

12
万
円
の
ま
ま
と
す
る
）
と
い
う
も
の
で
す
。

  

な
お
、
こ
の
生
命
保
険
料
控
除
の
見
直
し
に
つ

い
て
も
、
今
回
の
改
正
法
に
は
織
り
込
ま
れ
ず
に
、

令
和
７
年
度
税
制
改
正
で
対
応
さ
れ
る
こ
と
に

な
り
ま
す
。

住
宅
取
得
資
金
贈
与
の

非
課
税
措
置
の
延
長

　

父
母
や
祖
父
母
か
ら
住
宅
取
得
等
資
金
の

贈
与
を
受
け
た
場
合
に
、
省
エ
ネ
等
住
宅
で
は

１
０
０
０
万
円
ま
で
、そ
れ
以
外
の
住
宅
で
は

５
０
０
万
円
ま
で
は
贈
与
税
が
課
税
さ
れ
な
い
、

い
わ
ゆ
る
住
宅
取
得
資
金
贈
与
の
非
課
税
措
置
に

つ
い
て
、
適
用
期
限
が
令
和
８
年
12
月
31
日
ま
で

３
年
延
長
さ
れ
ま
す
。た
だ
し
、こ
の
非
課
税
措
置

の
対
象
と
な
る「
省
エ
ネ
等
住
宅（
家
屋
）」の
要
件

が
、【
図
表
４
】
の
通
り
一
部
見
直
さ
れ
ま
し
た
。

現行 引き上げ予定
所得要件 500万円以下 1,000万円以下
控除額

（所得税／住民税） 35／30万円 38／33万円

【図表３】 ひとり親控除の引き上げ
　　　　（今後の改正予定）

0～2歳 3～15歳 16～18歳 19～22歳
扶養控除

（所得税/住民税）
現行

なし
38／25万円 63／45万円

改正予定 33／12万円
なし（参考）

児童手当
第2子まで 1.5万円／月 1万円／月
第3子以降 3万円／月

【図表４】 省エネ等住宅（家屋）の要件緩和
現行 改正後

省エネ等住
宅（右記に
適合する住
宅であるこ
との証明が
あるもの）

省エネ
・断熱等性能等級4以上
・�一次エネルギー消費量等級4以上
のいずれかであること

・断熱等性能等級5以上
・�一次エネルギー消費量

等級6以上
 のいずれでもあること

耐震
・耐震等級2以上
・�免震建築物
のいずれかであること 改正なし

バリアフリー ・高齢者等配慮対策等級3以上

借入限度額

年齢区分
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